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東アジア経済連携に関するアジア諸国の将来的展望
Future prospective of Asian nations concerning Asian East economic cooperation
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Abstract

"G 2 " is a hot topic among East Asian regions. The United States claims that "the G 2  age" has 
arrived, that the US-China bilateral tie is the world's most important, and that "this bilateral tie 
will shape the 21st Century".
Behind this is the recognition that the US needs to engage with China, emerging as the world's 

second economic power, while furthermore holding considerable political and military power but 
failing to join the advanced economics such as those in the G 8  or OECD. In addition China is the 
United States' most important creditor nation, and is the world's top holder of foreign currency 
reserves. The fact emerges that the US cannot recover from the 2008 world economic crisis 
without firmly engaging China.
The main theme of this paper is to explore East Asian nations' future trajectories toward 

the proposed East Asian Community plan for 2015. Even though China cannot be expected to 
contribute directly, its very presence will detract from the formation of that prospective regional 
order. To moderate China's negative influence, what action can be taken by the surrounding 
countries? One measure may be to confront China, alternatively appeasement of China may be 
considered. Whichever way, an urgent problem is how to keep up with such a "major power" as 
China. Unfortunately this problem has not been given enough priority in Japan.
This paper examines relations surrounding ASEAN and China against a background of growing 

East Asian economic cooperation, by focusing on FTA's for example.
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はじめに

東アジア地域で巷間話題になっているのが「G 2」であ
る。「G 2」の時代が到来したと言われる今日，米国は米
中関係を「最も重要な二国間関係」ととらえる向きもある。
世界第二の経済大国を目指し政治軍事大国になろうとし

ている中国を，米国自身がエンゲージしようということも
その背景にはあるのだろう。また，それに加え，中国は米
国国債の最大の保有国であり，外貨準備高世界一である。
この中国と関係を強固にせねば，昨年秋（2008年）からの

世界的な経済危機を乗り越えられないのではという目算が
あることも理解できる。
本稿では，それらのことをふまえ，2015年のいわゆる東

アジア共同体構想への道程をいかにたどっていくのかにそ
の目を向け将来的な展望を図ることを主旨としている。そ
のなかにはEUとはちがうアジアの難しさがあることは周
知のとおりである。
ではASEANに関してはどのように動いてきているのか。
本年（2009年 7 月19日から 8 月 3 日まで，ASEAN外相

会議，拡大外相会議，ASEAN地域フォーラム（ARF）等
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一連の外相会議がタイ・プーケットで開催され発表された
共同コミュニケによれば，少なくともつぎの 3つの成果が
あったとされる。第一にASEAN憲章が昨年（2008年）12
月発効し，2009年から2015年までのASEAN共同体構築の
ロードマップを示した「チャーム・ホアヒンASEAN首脳
会議宣言」のフォロ−アップ作業が着実に進行しているこ
と。
第二に，ASEAN「政治・安全保障共同体」（APSC），

「経済共同体」（AEC），「社会・文化共同体」（ASCC）の
ASEAN 3 共同体のそれぞれについての取り組みが着実に
進捗していること。
第三に，「ASEAN政府間人権委員会」の付託事項が採

択され，10月のASEAN首脳会議において正式に設立され
ることである。
続いて個別に開催されたASEAN＋ 3外相会議および東

アジア首脳会議（EAS）参加国（ASEAN＋ 3）外相非公
式協議においては，それぞれの地域内の今後の協力の進め
方とともに，双方において，共通の問題として，北朝鮮，
ミャンマー，経済金融危機，保健協力，防災などの問題が
取り上げられ，さらに，ASEAN＋ 3 会議では食料安全保
障問題について，また EAS会議では環境・気候変動，教
育問題についても，意見交換が行なわれたという。ARF
閣僚会議では，北朝鮮代表も出席し，北朝鮮問題をはじめ
とするアジア太平洋地域の政治・安全保障に関わる諸問
題について議論が行われ，2020年までの地域展望に関する

「ARFビジョン・ステートメント」が採択された。
他方，以上の域外国・地域とは別に，東アジア共同体の

ドライバー役を自認するASEAN内部にも，大きな問題を
抱えている国として，ミャンマーが存在する。従来よりア
ウン・サン・スー・チーの取り扱い，民主化・人権問題を
めぐる同国軍事政権の対応については，欧米諸国より強い
批判があるが，近年はASEAN諸国内部からも強い批判が
向けられるようになった。2006年夏より本来ASEANの議
長国に就任する筈であったミャンマーが，他のASEAN諸
国より様々な働きかけ・圧力を受けた結果，議長国就任を
辞退せざるをなかったことも記憶に新しい（注1）。
実際に，地域秩序の形成のためにいまの日本にはそれほ

ど強く認識されていないのであろうか（注2）。
では以下では東アジア経済連携の動きに関してASEAN

及び中国を取り巻く関係性についてFTAをその例として
みてみる。

１．アジア経済統合問題

アジアの経済統合問題に関してここ数年の議論を振り返
ってみる（注3）。
アジア共同体構想に関しては，悲観論も多く見受けられ

たが，2005年12月にクアラルンプールで開催された第 1回
東アジアサミットが開催された。
そこで，本章においては，当該問題に関して少しくみて

みることにしたい。
この問題に感しては，様々な議論が出てきている。
第一に，いわゆる靖国問題などの歴史問題が残るかぎ

り共通の文化は生まれることはない，そしてアジア共同体
などは不可能に近いという文化的懐疑論である。しかしア
ジア共同体の議論が深まれば深まるほど，現実は，偏狭な
ナショナリズムを克服する動きを逆に増し続けるのみなら
ず，我々の心と歴史のなかにあるいわばアジア主義を目覚
めさせる。そしてそれが統合の動きを支えつづけていくと
いう文化的懐疑論の逆説に基づくものである。
第二に，アジア共同体を形成していくことは中国脅威論

から来る懐疑論である。
とはいえ現実問題としては，中国の経済力が日本を超え

る日が不可避であるばかりでない。また，現実には我が国
は中国との共存なくして日本の繁栄はありえないといって
も過言ではないレベルで両国の相互依存が深化している。
それに加えてその相互依存は，韓国やASEANを介在し

広く東アジア全般に及び，その制度化を促進し続けている。
いわば中国脅威論の逆説である。
第三に，アジア共同体の形成に関して米国が反対し，日

米安保にも反することになるという懐疑論である。
しかし，その点で顕在化してくるのは，ポスト冷戦後の

現在直面する危機が，軍事面というよりもむしろ，金融危
機や環境劣化，飢餓や貧困問題，海賊やテロなど非伝統的
安全保障領域の問題でみられるという点である。その解決
に冷戦期の軍事安保が容易に機能しないという現実がある。
そして逆にアジア域内の地域協力が求められている（注4）。

また，我が国の現状をみてみると，ASEAN諸国をコア
として，日本，中国，韓国，豪州，インドなどが，自由貿
易協定（FTA）の交渉を行っており，一部についてはす
でに協定締結にまで至っている。こうした個別の動きの先
には，ASEAN＋日中韓，あるいはそれにインド，豪州，
ニュージーランドを加えた，広域の自由貿易地域の構築が
考えられる。
ただこの東アジア地域でも，域内の連携強化を大きく進

めるチャンスが訪れている現在，その前提として，地域の
二大大国である日本と中国の関係修復が絶対条件となるこ
とは言を俟たない。
東アジア諸国との連携強化においては，経済的側面にと

どまらないのであるが，経済的側面のみに限定して検討し
てみても，経済連携を進めていくとの利益はあまりにも大
きい。東アジア域内の貿易は近年になって急速に拡大して
いる。域内経済において国境を超えた分業が進展している。
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こうした日本のグローバル戦略を実現していく上では，
アジア外交の積極的展開よりも重要で，より困難な政治的
課題が存在する。それは内なる国際化，すなわち日本の国
内制度をグローバル化に合わせて変化させることである。
農業をグローバル化の現実に合わせた形に変え，外国人
労働の増加という現実に対応できる仕組みをしっかり構築
し，医療・福祉・教育など，これまでグローバルな動きか
ら隔離されてきた分野でも開放を進めることである。
これまではこうした内なる国際化が十分に進まないこと

がその障害になってきたことで，日本の FTAや経済連携
協定（EPA）交渉は予想していたほど進むことができなか
ったという現実がある。実際に成立したFTA／EPA協定
も，あまりにも多くの例外規定が見られる。農業・医療・
福祉・教育のような分野は，確かに開放のプロセスで調整
の苦しみを味わうことが予想される。より長期的にはその
面での開放を進めていく以外にこれらの面での活性化を促
す以外にその解決の方法はないといわれる（注5）。

ではASEANと米国との関係について少しみてみる。
本年（2009年）に入ってからの米国の動向はいかなるも

のとなっているのか（注6）。
オバマ政権の対東アジア外交の政策を策定し，遂行す

る上での実務責任者となる国務省東アジア太平洋地域担
当国務次官補として指名されていたキャンベル（Kurt M. 
Campbell）が承認され，その東アジア外交が本格的に動き
出す体制が整った。本年（2009年） 6月10日行われた上院
外交委員会の指名承認公聴会では，キャンベルが同委員会
に事前に提出した冒頭ステートメントについての説明に引
き続き，出席委員との間で様々な質疑応答が行われた。冒
頭ステートメントでは，海軍士官としての横須賀勤務後，
統合参謀本部，財務省，国家安全保障会議，アジア太平洋
地域担当国務次官補代理を歴任した自らの東アジアとの20
年にわたる関わり及び経験を踏まえて，新当該地域におけ
る米外交の重点事項に関する所信を述べた。
東アジアにおける地域統合に関しては，キャンベルは，

過去10年間にわたり「統合が益々進み，高度の革新がみ
られるアジアの劇的な興隆」に注目してきたと述べた後，
ASEAN諸国について，中国に関する部分を超える長さの
言及を行い，ASEAN地域は，全体として，米国にとり中
国より僅かに少ないアジア第 2の輸出市場，最大の投資先
であるとした（注7）。

２．FTAの現状と今後の課題

FTAへの考え方，交渉の進め方について各国に差異が
あるのでここで少しまとめてみる（注8）。

＜日本＞
東アジアを中心に，域外主要国を対象とする。
内容に関しては，モノの貿易のみでなく，サービス・投資，
人の移動，政府調達，知財，競争，ビジネス環境整備，協
力を含む包括的なEPAを推進。

＜中国＞
東アジア及び周辺国を対象とする（ASEAN，韓国，豪州，
インド）及び資源産出国（チリ，南ア，GCC）内容に関し
てはモノの貿易先行をする。

＜米国＞
オバマ政権は，前政権の貿易政策を精査中である。環境・
労働を重視している。
これまでの政権下での特徴とすれば，第一に米州域内
（NAFTA，CAFTA，FTAA）を対象とする。
第二に政治・安全保障上のパートナーとの関係強化する
（イスラエル，ヨルダン等）及び ASEANや GCCなどの
地域の中から国を選別し，さらにアジア太平洋への関与
（FTAAP構想，TPPへの交渉参加）。

＜EU＞
地域間関係強化の手段としてのFTAと認識している。
対象地域としてはメルコスール，GCC，アフリカ，ASEAN
等を想定している。

ASEANを取り巻く FTAの関係図を示したものが図１
である。AFTAを取り巻いた形での関係，交渉の進捗状
況もみてとれる。

おわりに

本稿では，2015年のいわゆる東アジア共同体構想への道
程をいかにたどっていくかにその目を向け将来的な展望を
図ることを主旨としてきた。
まず，FTAへの考え方，交渉の進め方について各国に

差異があることがわかる。
我が国は，東アジアを中心に，域外主要国を対象として

いるが，内容に関しては，モノの貿易のみでなく，サービ
ス・投資，人の移動，政府調達，ビジネス環境整備，協力
を含む包括的なEPAを推進している。
中国においては，東アジア及び周辺国を対象とする

（ASEAN，韓国，豪州，インド）及び資源産出国（チリ，
南アフリカ，湾岸諸国（GCC）であり，内容に関してはモ
ノの貿易先行をしている。
他方，米国は，オバマ政権は，前政権の貿易政策を精

査中である。環境・労働を重視していることがわかる。
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注 1：石垣　泰司「百家争鳴」2009. 8 . 7 「着実な成果を挙げた
ASEAN関連外相級諸会議」東アジア共同体協議会，（http：
//www.ceac.jp/）東アジア共同体協議会，（http：//www.

ceac.jp/）
注 2：舛島貞「百家争鳴」2009. 8 . 9 「中国はG 2時代の責任を
果たせるのか」東アジア共同体協議会，（http：//www.ceac.

これまでの政権下での特徴とすれば，第一に 米州域内
（NAFTA，CAFTA，FTAA）を対象としている。

第二に政治・安全保障上のパートナーとの関係強化す
る（イスラエル，ヨルダン等）。及びASEANや GCCなど
の地域の中から国を選別し，さらにアジア太平洋へ関与

（FTAAP構想，TPPへの交渉参加）している。
ここで今後の検討のために問題点を整理してみる。
第一の問題点は共同体を構成するファクターであるメン

バーシップが不確定であるという点である。世上の議論で
はASEAN＋ 3であるかASEAN＋ 6であるのか，それと
もここにロシアや中央アジアも含めるのか否かという点で
ある。仮にASEAN＋ 3かASEAN＋ 6にしたとしてもそ
れだけで決められるのか。換言すれば国家・政府がメンバ
ーシップに合意しない限りこれは存在せず，合意した翌日
から共同体になるのかという懸念はある。
第二に東アジアという範囲が定まっていないことであ

る。上述のASEAN＋ 3であれASEAN＋ 6であれ，その

国境の外縁がその境界となるかという点である。
第三に，東アジア共同体の特質に関してである。アジア

的特徴をあげる試みは以前からなされている。しかし，開
発主義，権威主義などである。これを特性として東アジア
共同体に関してその制度化を論じたエテル・ソリンゲンに
よれば，開かれた地域主義，コンセンサス報告，非公式性
の三点である。この特性の例外をどのように対処すべきか
という課題がある。
経済のボーダレス化が著しく，その国際化が進んでも

政治的には一国単位で行動する余地が大きいことは否めな
い。たとえば，経済協調のメンバーシップと政治・安全保
障のメンバーシップが必ずしも一致せずに来たという歴史
がある。
その具体的な進展がいかに行われていくのか，ブループ

リントをどのように形として具現化していくのか，またそ
の際のキーを握るドライバーはといった問題にその関心が
もたらされる。これらについては次の機会に譲りたい。

【図 1】

＜出所：日本貿易振興機構（JETRO）ホームページ（http://www.jetro.go.jp）＞
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jp/）
注 3：詳細は，川島哲「北東アジアの経済統合にみるその政治
経済的課題」『東アジアの交流と地域展開』思文閣出版，167
〜173ページ，2008年 3 月。

注 4：進藤榮一「東アジア共同体の逆説」，CEACコラム，東ア
ジア共同体評議会，（http：//www.ceac.jp/j/column/060728.
html）2006. 7 .28）［紀伊国屋書店『じんぶんや』第23講より転
載］

注 5：伊藤元重「経済・社会の開放進めよ」，CEACコラ
ム，東アジア共同体評議会，（http：//www.ceac.jp/j/
column/060928.html）2006. 9 .28［『日本経済新聞』2006年 9 月
26日号「経済教室」欄より転載］）

注 6：石川幸一「ASEAN共同体創設を希望する米国」『亜細
亜大学アジア研究所所報』133号，亜細亜大学アジア研究所，
2008年12月， 6〜 7ページ。

注 7：石垣　泰司「百家争鳴」2007. 3 「注目されるキャンベル
の対東アジア証言」東アジア共同体協議会，（http：//www.
ceac.jp/）

注 8：外務省ホームページ（www.mofa.go.jp）
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